
 

 

 

 

衆議院議長インド共和国親善訪問議員団 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年 10 月 

 

  



目 次 

 

 

I. 訪問議員団 

1. 団名 ··············································································································· １ 

2. 目的 ··············································································································· １ 

3. 派遣議員団 ···································································································· １ 

4. 派遣期間 ········································································································ １ 

5. 派遣国 ··········································································································· １ 

6. 主な活動 ········································································································ １ 

7. 日程 ··············································································································· ３ 

II. 要人訪問、視察の概要 

1. インド議会関係者との会談等 

（１）ビルラ下院議長との会談 ········································································· ５ 

（２）ダンカル副大統領兼上院議長との会談 ··················································· ７ 

（３）上院及び下院議事傍聴、国会議事堂視察、ラージ・ガート訪問 ·········· ８ 

2. 政府要人との会談 

（１）ジャイシャンカル外務大臣との会談 ······················································· ９ 

（２）モディ首相との会談 ················································································ 10 

3. 視察 

（１）Infosys（インフォシス）本社 ································································· 12 

（２）Wipro（ウィプロ）本社 ········································································· 13 

（３）富士通拠点（Fujitsu Research of India Private Limited） ···················· 15 

（４）メルカリ拠点（Mercari Software Technologies India Private Limited） ···· 16 

（５）トヨタ工業技術学校（ものづくり学校） ·············································· 17 

（６）ベンガルールメトロ ················································································ 18 

（７）マルチスズキインディア・マネサール工場 ··········································· 20 

（８）デンソーハリヤナ・マネサール工場 ······················································ 22 

 



1 

I. 訪問議員団 

1. 団名 

衆議院議長インド共和国親善訪問議員団 

 

2. 目的 

インド共和国下院議長の招待による同国親善訪問のため 

 

3. 派遣議員団 

団長   衆議院議長    額賀 福志郎 

衆議院議員    山際 大志郎（自民） 

同     中谷  真一（自民） 

同     鈴木  隼人（自民） 

同     小山  展弘（立憲） 

 

同行   国際部長    山本  浩慎 

  議事部副部長秘書課長事務取扱 中居  健吾 

  議長秘書    平川  大輔 

  議長秘書    田中  翔太 

  国際部渉外課課長補佐   福山 亜希子 

  秘書課課長補佐   安藤   武 

  議長警護官    山口  泰司 

 

4. 派遣期間 

令和６年７月２９日（月）から８月３日（土） 

 

5. 派遣国 

インド共和国 

 

6. 主な活動 

（１）インド議会関係者との会談及び意見交換等 

  ①ビルラ下院議長と会談し、日印間の議会間交流や経済、IT 分野をはじめとする

人的交流の推進による両国関係の強化について意見交換を行った。 

  ②ダンカル副大統領兼上院議長と会談し、経済協力等を通じた日印特別戦略的グ

ローバル・パートナーシップ関係の進展について意見交換を行った。 
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  ③上記①②に先立ち、上院及び下院の議事を傍聴し、各院の議員から歓迎を受け

た。 

④インド独立の父、ガンジーが荼毘に付された地であるラージ・ガートを訪問し、

献花を行った 

 

（２）インド政府要人との意見交換 

  ①ジャイシャンカル外務大臣と会談し、IT 人材、ものづくり人材をはじめとする

日印間の人材交流促進について意見交換を行った。 

  ②モディ首相と会談し、額賀議長から次世代を共に創造する日印間の人材交流促

進について提案し、賛同を得た。 

 

（３）IT 等現地企業及び投資先視察 

  ①インドの世界的 IT 企業である Infosys（インフォシス）社及び Wipro（ウィプ

ロ）社のベンガルール拠点を訪問し、それぞれにおいて企業概要や IT 人材育成・

活用の取組等について説明を聴取し、意見交換を行ったほか、Infosys 社では、施

設見学等を行った。 

  ②進出日系 IT 企業（富士通及びメルカリのベンガルール拠点）を訪問し、それ

ぞれにおいて、事業概要やインド人材活用の取組について説明を聴取し、意見交

換を行った。 

  ③ベンガルールにおいて、製造業人材育成への日本企業の取組事例としてトヨタ

工業技術学校（ものづくり学校）を視察し、同社の取組について説明を聴取し、

意見交換を行った。 

  ④インフラ協力案件（ODA）として、ベンガルールの交通問題改善に資するベン

ガルールメトロを視察し、日印の現地関係機関と意見交換し、メトロに乗車した。 

  ⑤日系企業の製造業の現場におけるインド人材の育成・活用、IT 技術の活用事例

として、デリー郊外のハリヤナ州にあるマルチスズキインディア・マネサール工

場及びデンソーハリヤナ・マネサール工場を視察し、意見交換を行った。 

 

 （参考）派遣議員団の他に、経済団体（日本商工会議所日印経済委員会、日本経済

団体連合会南アジア地域委員会）及びインドで事業を展開する日本企業の代表

者が、現地での日程に同行した。 
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7. 日程 

 令和 6 年（2024 年） 

  ７月 29 日（月） 

   未 明  羽田発（シンガポール経由） 

   午 前  ベンガルール（インド）着 

    昼  中根在ベンガルール総領事現地事情ブリーフ兼昼食会 

   15：16  トヨタ工業技術学校（ものづくり学校）視察 

    夜   同行日本企業との懇談 

（ベンガルール泊） 

  ７月 30 日（火） 

   ９：45  Infosys（インフォシス）本社視察 

   14：00  Wipro（ウィプロ）本社視察 

   16：06  富士通拠点（Fujitsu Research of India Private Limited）視察 

    夜  ベンガルール在留邦人（日本商工会）との懇談 

（ベンガルール泊） 

  ７月 31 日（水） 

   ９：23 メルカリ拠点（Mercari Software Technologies India Private 

Limited）視察 

   11：22  ベンガルールメトロ視察 

   午 後  ベンガルール発 

   夕 方  デリー着 

    夜  鈴木大使主催夕食会兼現地事情ブリーフ 

（デリー泊） 

  ８月１日（木） 

   10：17  ラージ・ガート訪問（献花） 

   11：00  上院議事傍聴、下院議事傍聴、国会議事堂視察 

   13：02  ダンカル副大統領兼上院議長との会談 

   14：14  ビルラ下院議長との会談 

      ビルラ下院議長主催昼食会 

   15：55  ジャイシャンカル外務大臣との会談 

   17：00  モディ首相との会談 

    夜  デリー在留邦人（進出日本企業）との懇談 

（デリー泊） 
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  ８月２日（金） 

   10：44  マルチスズキインディア・マネサール工場視察 

   12：45  デンソーハリヤナ・マネサール工場視察 

   夕 方  デリー発 

（機中泊） 

  ８月３日（土） 

   早 朝  羽田着 
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II. 要人訪問、視察の概要 

1. インド議会関係者との会談等 

（１） ビルラ下院議長との会談 

８月１日（木）午後２時 14 分から約 50 分間、一行は、インド国会内において、

オーム・ビルラ下院議長と会談を行った。概要は次のとおり。 

【出席者】 

［日本側］額賀福志郎衆議院議長、山際大志郎衆議院議員（自民）、中谷真一衆議院

議員（自民）、鈴木隼人衆議院議員（自民）、小山展弘衆議院議員（立憲）、鈴木浩

駐インド大使、山本浩慎衆議院国際部長他 

［インド側］オーム・ビルラ下院議長（Shri Om Birla）、ディーペンデル・シン・フ

ーダ下院議員（Shri Deepender Singh Hooda）、プーナムベン・ヘマトバイ・マー

ダム下院議員（Smt. Poonamben Hematbhai Maadam）、コンダ・ヴィシュウェシ

ュワル・レディ下院議員（Shri Konda Vishweshwar Reddy）、クリシュナ・プラサ

ド・テネティ下院議員（Shri Krishna Prasad Tenneti）、ウタパル・クマール・シ

ン下院事務局長他 

【概要】 

冒頭、ビルラ下院議長は、額賀議長一行の訪問を歓迎し、長年にわたり国会議員

として、閣僚も務めるなど活躍してきた額賀議長に敬意を表した。また、2023 年に

完成した新国会議事堂で審議された最初の法案が、連邦下院及び州議会に 33％の女

性留保枠を設けるものだったことや、現在は予算国会中で活発な審議が行われてい

ることなど、インドの議会活動について紹介があった。 

これに対し、額賀議長は、はじめに、ビルラ議長からの招待への感謝とビルラ議

長の下院議長再任に祝意を伝えるとともに、インド南部ケララ州の土砂崩れで亡く

なられた方々及び被災された方々に対するお悔やみとお見舞いの気持ちを述べた。 

会談において、額賀議長は、今回のインド訪問に我が国の経済界から企業の代表

者が同行していることに触れ、日本企業のインドへの期待、特にインドの IT 人材

への関心が大きい旨述べた。そして、日本政府と日本企業が連携してインド人材を

確保すること、両国間の人材交流を強化することについて、政治の立場からも環境

整備をしていきたいとの考えを示した。具体的には、IT、半導体、AI 関連をはじめ

としたインド人材の日系企業での雇用や、大学を含めた共同研究など、次の世代の

日本とインドの関係を共に創っていくための人材投資を活発化させる政策を展開

していきたいとし、額賀議長は、ビルラ議長に対してインド側の理解と支援を求め

た。 
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また、額賀議長は、安全保障について、法の支配、民主主義という価値観を共有

する日本とインドが緊密に連携、協力し、アジアの平和と安定に寄与することの重

要性を述べた。 

他方、ビルラ議長からは、両国の国民が古くから交流の歴史を持ち友好関係を築

いてきたことに触れ、議会間においても、議員の研修を行うなど議員間の友好関係

をより強化するために活動したい旨の発言があった。 

このほか、ビルラ議長は、インドは経済成長を続けており、幅広い分野で日本企

業からの更なる投資の可能性があることや、スキルを持った優秀なインド人材を IT

をはじめとした日本企業のニーズに合わせて育成することなど、経済面における両

国の協力が一層拡大することへの期待を示した。 

同行議員からは、日印友好議連としても両国の人材交流を支援したい旨、国連国

際協同組合年の機会にインドにおいても協同組合への関心が高まることへの期待、

自衛隊とインド軍の共同訓練の深化の必要性、若手議員のインドとの交流推進につ

いて発言があった。 

 

会談終了後、一行はビルラ下院議長主催昼食会に出席し、ビルラ下院議長やイン

ド下院議員等と更に意見交換を行った。 
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（２） ダンカル副大統領兼上院議長との会談 

８月１日（木）午後１時２分から約 45 分間、一行は、国会議事堂内において、ジ

ャグディープ・ダンカル副大統領兼上院議長と会談を行った。概要は次のとおり。 

【出席者】 

［日本側］額賀福志郎衆議院議長、山際大志郎衆議院議員（自民）、中谷真一衆議院

議員（自民）、鈴木隼人衆議院議員（自民）、小山展弘衆議院議員（立憲）、鈴木浩

駐インド大使、山本浩慎衆議院国際部長他 

［インド側］ジャグディープ・ダンカル副大統領兼上院議長（Shri Jagdeep 

Dhankhar）、Ｋ.R.N. ラジェシュクマール上院議員（Shri K.R.N. Rajeshkumar）、

サンディープ・クマール・パタック上院議員（Shri Sandeep Kumar Pathak）、カ

ニモジ・ＮＶＮ・ソム上院議員（Dr. Kanimozhi NVN Somu）、サドナ・シン上院

議員（Smt. Sadhna Singh）他 

【概要】 

冒頭、ダンカル上院議長は、額賀議長一行の訪問を歓迎し、インド側同席議員が

男女同数（各２名）であることに触れ、昨年に国会と州議会で３分の１を女性議員

とする法律が成立した旨述べた。 

これに対し、額賀議長は、インド南部ケララ州の土砂崩れで亡くなられた方々及

び被災された方々に対するお悔やみとお見舞いの意を表し、日本も災害大国であり

共通する思いがある旨述べた。 

また、我が国の衆議院議長として初めての公式訪問となる今回の訪印に際し、額

賀議長は、特別戦略的グローバル・パートナーシップ関係にある日本とインドが協

力を深めることは、両国の経済成長のみならずアジア地域の発展に繋がるものであ

ること、安全保障についても同様に、日印が連携することにより、アジア及び世界

の平和と安定に貢献できるとの自身の信念を強調した。そして、日本が持つものづ

くりの技術やインフラ整備の分野でインドに貢献し、インドが誇る IT 分野で人材

や技術の協力を得るといったような、両国が共に win-win となる関係をつくりたい

旨述べた。 

ダンカル上院議長は、本年、両国の特別戦略的グローバル・パートナーシップが

10 周年の記念の年を迎え、文化など人と人との交流が進展していることを評価し

た。また、同議長は、日本からの対印官民投融資５兆円の目標の期限内達成や高速

鉄道事業の進展に向けて協力を求めた。そして、インドの若者の雇用につながる IT

分野への投資やインド人学生の日本語教育を進めること、また、安全保障・防衛協

力といった重要な分野で日本との協力を活発にし、両国のパートナーシップを支援

していきたい旨述べた。 
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同行議員からは、両国関係の強化のため IT 分野の技術者や留学生の受入れ等を

進めたい旨、自衛隊とインド軍の共同訓練を増やす必要性、若手議員としてインド

との交流推進に取り組む決意、国連国際協同組合年の機会にインドにおける協同組

合に関する法整備や決議を検討しているか等の発言があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 上院及び下院議事傍聴、国会議事堂視察、ラージ・ガート訪問 

８月１日（木）午前 10 時 17 分から約 10 分間、一行は、インド独立の父、マハ

トマ・ガンジーが荼毘に付された地であるラージ・ガートを訪れ、献花を行った。 

その後、一行は国会議事堂を訪問し、両院議長との会談に先立ち、午前 11 時か

ら上院の、午前 11 時 57 分から下院の各本会議場において議事を傍聴し、各院の議

員から机を叩いての温かい歓迎を受けた。 

下院議事傍聴に続いて、旧国会議事堂の老朽化により新しく建設され 2023 年か

ら使用されている国会議事堂内を視察し、中央ロビーにあるフーコーの振り子や、

インド各地の文化等を紹介する展示がされているギャラリーを見学した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ラージ・ガート（献花） 

下院議事傍聴 

（ビルラ議長から紹介され、歓迎に応える様子） 
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2. 政府要人との会談 

（１） ジャイシャンカル外務大臣との会談 

８月１日（木）午後３時 55 分から約 30 分間、一行は、インド外務省において、

スブラマニヤム・ジャイシャンカル外務大臣と会談を行った。概要は次のとおり。 

【出席者】 

［日本側］額賀福志郎衆議院議長、山際大志郎衆議院議員（自民）、中谷真一衆議院

議員（自民）、鈴木隼人衆議院議員（自民）、小山展弘衆議院議員（立憲）、鈴木浩

駐インド大使、山本浩慎衆議院国際部長他（日本企業関係者も同席） 

［インド側］スブラマニヤム・ジャイシャンカル外務大臣（H.E. Dr. Subrahmanyam 

Jaishankar）他 

【概要】 

冒頭、ジャイシャンカル外務大臣は額賀議長一行の訪問を歓迎した上で、両国は、

自由や民主主義といった価値観を共有し、インド太平洋地域における平和と安定を

重視しており、この数年間に強固な関係を築いている旨述べた。 

これに対し、額賀議長は、歓迎に謝意を表した上で、両国にとって、経済は日印

関係推進の大きな原動力であり、今回の自身の訪印に日本を代表する企業関係者が

同行していることは、インドへの期待の大きさの表れであると述べ、特に、インド

の IT 人材に対する日本企業のニーズは極めて高い旨指摘した。額賀議長は、日印

間で次の世代を共に創造するために、IT 人材をはじめとした幅広い分野で交流拡大

が必要不可欠との考えを示し、具体的に次の４つの施策を進めることを提案した。

①日本企業とインド人材の接点の強化（インド人学生に対する日本企業への就職促

進支援等）、②日印の大学・企業間での共同研究の推進、スタートアップ支援の拡大、

③日本企業によるインドのものづくり人材育成支援、④日本語教育、留学の促進で

ある。この点につき、額賀議長は、次にモディ首相が訪日する際に、例えば５年間

で５万人以上の日印の人材交流の目標を掲げる構想を示し、インド政府の支援を求

めた。もし、モディ首相の協力が得られれば、今後更なる規模の拡大の可能性を含

めて日本政府を促し、モディ首相の訪日時に発表できることを期待する旨述べた。 

ジャイシャンカル大臣は、額賀議長の提案に全面的に賛成する旨述べた。伝統的

な製造業及び半導体、電気自動車やグリーンエネルギー等の新技術分野について、

日本からの更なる直接投資の拡大を期待しており、投資しやすい、ビジネスしやす

い環境を構築して協力していきたい旨述べた。 
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（２） モディ首相との会談 

８月１日（木）午後５時から約 30 分間、一行は、インド首相公邸において、ナレ

ンドラ・モディ首相と会談を行った。会談は、日本企業関係者も含めた立食ハイテ

ィー形式で行われ、モディ首相退出後は同席していたジャイシャンカル外務大臣と

の懇談が約 20 分間続いた。概要は次のとおり。 

【出席者】 

［日本側］額賀福志郎衆議院議長、山際大志郎衆議院議員（自民）、中谷真一衆議院

議員（自民）、鈴木隼人衆議院議員（自民）、小山展弘衆議院議員（立憲）、鈴木浩

駐インド大使（日本企業関係者も同席） 

［インド側］ナレンドラ・モディ首相（H.E. Shri Narendra Modi）、スブラマニヤ

ム・ジャイシャンカル外務大臣（H.E. Dr. Subrahmanyam Jaishankar）、ドバル国

家安全保障顧問（Shri Ajit Doval）他 

【概要】 

額賀議長は、本日の会談に日本から経済界の関係者が多数同行していることに触

れ、日本企業のインドに対する期待は非常に高く、2022 年に公表した今後５年間で

対印官民投融資５兆円の目標も既に３兆円以上を達成している旨述べた。そして、

日本からの更なる投資に繋げるため、インフラ整備や行政手続きの改善など、イン

ド政府による対応を進めるよう求めた。 

さらに、額賀議長は、今回の訪印の最大の目的は IT 人材の交流を推進すること

であるとして、日印間で IT 人材交流、社会インフラ整備やものづくりの技術提供

など、次の世代を共に創造するために、次の４つの分野で施策を進めるべきである

との考えを示した。すなわち、①日本企業とインド人材の接点の強化（インド人学

生に対する日本企業への就職促進支援等）、②日印の大学・企業間での共同研究の推
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進、スタートアップ支援の拡大、③日本企業によるインドのものづくり人材育成支

援、④日本語教育、留学の促進である。そして、モディ首相が次に訪日する際に、

今後５年間で例えば５万人以上の次世代を共に創造する日印の架け橋人材交流を

打ち出したい旨、具体的な目標を掲げることを提案した。もし、モディ首相の協力

を得られれば、更なる規模の拡大の可能性を含めて日本政府に促し、モディ首相の

訪日時に発表したい旨述べた。 

これに対し、モディ首相は、額賀議長の発言の全ての点に賛成すると応じた。人

材交流について、インドの若者の日本への留学や就職の促進に関して、日本語教育

等の必要性などが示された。 
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3. 視察 

（１） Infosys（インフォシス）本社 

７月 30 日（火）午前、一行は、ベンガルールにある Infosys（インフォシス）本

社を訪問した。同社は、世界で事業を展開するインド第２位の IT 企業である。1981

年にナラヤナ・ムルティ氏（現名誉会長・代表相談役）と 6 名の技術者の計 7 名の

メンバーが 250 米ドルの資金で創業し、現在では、総収益 187 億米ドル、31.5 万人

以上の従業員を雇用し、55 か国以上の 1,800 社を超える顧客にデジタルサービスを

提供するグローバル企業に成長した。 

同社の視察では、まず、①日本の IT の課題とインド IT 人材の活用、インフォシ

スの概要、②同社の教育研修の取組について説明を受けた。①について、日本の IT

の問題点として、日本には IT 技術者の数は 120 万人以上いるが、その８割が既存

システムのメンテナンスに従事しており、現在必要とされている DX（デジタルト

ランスフォーメーション）を進め新しいサービスや製品を生み出す IT 人材が絶対

的に不足している、このことが、日本の競争力低下をもたらしているとの指摘があ

った。そして、成長著しいインドの IT 企業・人材の活用がこれらの課題への対応

として注目されるとした。他方で、日本との言語や給与体系、企業文化、プロジェ

クトの進め方等の違いがインド IT の活用が進まない要因となっているとし、イン

ド人材に対して日本企業への関心を高める取組や必要に応じて従来のやり方を見

直す等して日本型のインド人材活用モデルを作っていかなければいけないとの意

見が述べられた。 

また、②について、同社には教育者のチームがあり、従業員、顧客、同社が拠点

を持つ各国の人々向けに教育研修を実施している。インド・カルナタカ州マイスー

ル（Mysuru）と米国インディアナポリスに大規模な研修施設があるほか、各自のス

マートフォンで受講できる学習プログラムを提供しており、統計によれば、従業員

は平均して 1 日当たり約 38 分間学習している。同社は、様々なレベル・対象に多

数の教育機会を提供しており、代表的なものとして Foundation Program がある。

これは、工学部を卒業した新卒または中途採用の新入従業員を対象としており、今

後目指すキャリアや従事する業務に合わせて、最新のデジタル技術を学ぶカリキュ

ラムが用意されている。このほか、企業の社会的責任活動として実施している

Infosys Springboard がある。これは、一般市民向け、特に女性や学生、インドでは

受刑者も含め対象としており、デジタルスキルを身に着けることで、社会活動を容

易にすることを目指している。 

続いて、一行は、７名の創業メンバーの１人であるナンダン・ニレカニ共同創業

者兼会長と懇談した。ナンダン会長は、同社を世界的企業に成長させた経営者とし
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ての経験に加え、政府のメンバーとして Aadhaar（インドの国民 ID 制度）や UPI

（インド国立決済公社が運用する電子決済システム。Unified Payments Interface）

の導入に携わりインドのデジタル化推進にも知見がある。ナンダン会長からは、DX

推進について、政府職員も含め従事する者の最新技術習得、能力向上の教育の必要

性や、ハードからソフトへの産業転換を推し進め、新技術をいち早く取り入れる強

い政治的意思が必要との見解が示された。 

同社の本社機能が置かれているベンガルール拠点は、公園のような緑豊かな環境

で、キャンパスと呼ばれる広大な敷地内にオフィスや研究施設、食堂等が点在して

いた。一行は、上述の概要説明、ナンダン会長との懇談の後、キャンパス内にある

エンジニアリングサービスの研究開発を行っているラボ、同社が事業を請け負って

いるトヨタオフショアセンターのオフィスを見学した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） Wipro（ウィプロ）本社 

７月 30 日（火）午後、一行は、ベンガルールにある Wipro（ウィプロ）本社を訪

問した。同社は、インドで業界第３位の IT サービス企業。インド IT 企業の中では

1945 年創業と古く、当初はピーナツ油等の食品製造を行っていた。現在は、多様な

IT サービスを提供しており、昨年度の総売上高は 108 億ドル、65 か国で 23 万人の
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従業員を雇用し、1,400 社の顧客と取引するグローバル企業となっている。 

同社の視察では、サンジーヴ・ジェイン最高執行顧問（COO）ほか同社幹部から、

同社の概要、事業活動等について説明を受けた。説明によると、同社の特徴的な取

組として、株式の 66％を同社の創業者会長アジム・プレムジ氏が設立した財団に寄

付し、恵まれない子供の教育支援などの慈善活動に活用されている。同社のコアに

なる事業分野は、エンジニアリングでありこれを重視している。新たなビジネス領

域に対応するため、資金の投入、他社との共同開発や特別な技術を持つ会社を買収

するなどしている。例えば、今後の自動車市場は自動運転が中心となってくると予

想される中、自動車ソフトウェアを取引する企業間マーケットプレイス「SDVerse」

の共同開発を実施していること、他に人工知能の開発に今後 3 年で 10 億ドルの投

資を予定しているとの説明があった。 

また、日本市場について、ある調査では、日本はスマートファクトリーで世界第

2 位の市場であり、スマートマニュファクチャリングへの支出の増加も第 2 位と成

長が見込まれるが、2030 年に IT エンジニアが 30%不足するとの予測があり、多く

の企業が IT 人材不足の解消のために、従業員の能力向上、リスキリングが課題と

認識していると説明があった。ウィプロは、1998 年に日本に進出。同社はローカラ

イズという指針があり、日本語ができる社員をインドから日本に配置したり、日本

人の IT 技術者を雇用したり、日本人や日本事業に注力する従業員が世界各地の拠

点におり働いている。同社のビジネスでは、23 万人の従業員がサービスを提供して

おり、「人」に力を入れているとし、日本拠点で働く社員向けに「進歩」という研修

プログラムを実施している。この研修では、社員の年齢に関わりなく、8 か月間は

会社で一切仕事をせず、日本語や日本文化を学び、日本を好きになってもらうこと

を目的としている旨の取組が紹介された。 

一行との意見交換の中で、日本の IT 人材不足の課題解決のために、同社から、

インドと日本の人材交流プログラム等への協力の可能性について関心が示された。 
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（３） 富士通拠点（Fujitsu Research of India Private Limited） 

７月 30 日（火）夕方、一行は、ベンガルールにある富士通の研究拠点（Fujitsu 

Research of India Private Limited）を訪問した。同社の視察では、富士通のインド

研究拠点の概要、ソフトウェア開発サービス提供拠点（グローバルデリバリーユニ

ット）の概要について説明を受け、意見交換を行った。 

富士通は、2022 年４月にインド・ベンガルールに研究拠点を設立。同拠点では、

AI や量子コンピューティングなどの技術分野のソフトウェア技術開発能力を強化

するため、AI 分野で世界的にプレゼンスの高いインド工科大学（IIT）ハイデラバ

ード校やインド理科大学院（IISc）等との共同研究の加速化、インドの優秀な人材

の継続的な採用等を進めており、従業員数は設立当初の 10 名から 2 年間で 350 名

に急成長している。 

同拠点のインド人材の採用においては、管理職のインド人社員が採用面接におい

て優秀な人材を見極める重要な役割を担っていると説明があった。インドの学生に

対して、日頃から共同研究での繋がりや大学で就職イベントを開催して積極的にア

ピールするほか、給与を米国の巨大 IT企業に匹敵するような水準に設定できるか、

また、採用面接の日程を他社より早く設定できるかといった点がトップクラスの大

学の学生を獲得する上で重要になるとした。 

富士通では、ソフトウェア開発サービスを提供する拠点として、インドを含む世

界７か国にグローバルデリバリーセンター（GDC）を設置しており、特に日本向け

には計 9,000 人の社員が、金融、保険、テレコム、製造業、公共サービス等のプロ

ジェクトにサービスを提供している。インドの GDC には日本の顧客を担当する社

員がおり（日英バイリンガル含む）、大卒の新入社員向けに日本語と技術を教育する

研修が実施されている旨説明があった。 

意見交換の中で、一行からの質問に答えて、日本の顧客とビジネスをする上で日

本語が話せること、日英バイリンガルであることは大事であるとの認識が示され、

インドにおいても日本語が学べる大学が増えており、同社でもインド人の新入社員

が増えていること、日本での勤務を２年間経験してインドに戻るといった人事異動

も行われていること等の説明があった。 
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（４） メルカリ拠点（Mercari Software Technologies India Private Limited） 

７月 31 日（水）午前、一行は、ベンガルールにあるメルカリの技術開発拠点

（Mercari Software Technologies India Private Limited）を訪問した。同社の視察で

は、メルカリのインド人採用の取組等について説明を受け、意見交換を行った。 

同社は、2013 年に創業した日本最大級のフリーマーケットアプリ「メルカリ」を

運営する IT サービス企業。現在、日本の他に米国、インドに拠点があり、総従業員

数は 2,150 人（子会社を含む）。この内 25.7％が外国籍（約 50 か国）の社員であり、

エンジニアは 53.8％が外国出身である。同社では、多様な人材が活躍できる環境づ

くりに取り組んでおり、具体的には、語学研修、通訳・翻訳サポート、海外から日

本に移住する社員にビザ取得や住民登録の支援を行っている旨の説明があった。 

同社はインドで積極的に採用活動を行っており、2017 年に高度なスキルを持つ

インド人技術者を獲得するためハッカソンを開催したことに始まり、2018 年にイ

ンド工科大学の新卒 29 人を採用した。こうした経緯もあり、同社は、2022 年にベ

ンガルールに技術開発拠点を設立した。同社がベンガルールに着目した理由として、

①インドは世界の中で最も低コストで最多（330 万人、年 10％増加）のソフトウェ

アエンジニアリング人材を有しており、同規模の中国と比べて英語が話せる人材が

多い点で優位な特徴があること、②Microsoft 等の世界的 IT 企業が開発拠点を既に

設置していること、③AI や大規模システム、セキュリティチップ設計等に携わる多

様な人材が集まっていること、④IT 関連の優れたスタートアップ企業が多いことを

挙げ、当地には大企業が集まるところには良い人材が集まる「良い循環」があり、

効率的に採用活動を進められる利点があるとの説明があった。 

また、同社のベンガルール拠点でインド人材の雇用を進めていく上で、日本本社

のエンジニアリング文化に基づいて優秀な人材を見極めること、インドでメルカリ

の知名度を上げるための啓発活動を実施することを行っている。特に、メルカリは
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日本企業であり、同拠点は日本本社の事業のシステム開発等のサポートを行うこと

が本務であるため、日本の文化に馴染んでもらうことが重要であるとして、日本の

チームと連携して、透明性のある定期的なコミュニケーションを図ることや、頻繁

に相互に訪問するといったことを積極的に行っている旨の説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） トヨタ工業技術学校（ものづくり学校） 

７月 29 日（月）午後、一行は、トヨタ・キルロスカ・モーター社（Toyota Kirloskar 

Motor Private Ltd.（TKM））のベンガルール工場内に設立されているトヨタ工業技

術学校（ものづくり学校1）（Toyota Technical Training Institute (TTTI)）を訪問し

た。TTTI の視察では、トヨタのインドにおけるものづくり人材育成の取組等につ

いて説明を聞き、意見交換を行った。その後、生徒による朝礼（一部を実演）や部

品の組み立てなどの実習を行っている様子を見学した。 

TTTI は、経済的理由から高等教育を受けられない若年層をスキルある技能者に

育成し、インド社会に貢献することを目的に 2007 年に設立された。設立の背景と

して、ベンガルールのあるカルナタカ州では、日本の高校 1 年生に相当する 10 年

生卒業後、進学できる実力を持ちながら経済的理由で働かざるを得ない若者が約

36,000 人と多数存在。TTTI では、これらの若者を対象に、自動車製造に関わる技

能（溶接、組立、塗装など）と一般教養を教えている。現在、３年コースと２年コ

ースがあり、合計で約 700 名の生徒が在籍している。TTTI は全寮制で、授業料、

寮費、食費は全て無料、成績優秀者には奨学金も支給される。また、大きな特徴と

 

1 TTTI は、2017 年 8 月に経済産業省から「日本式ものづくり学校（JIM）」の認定を受けてい

る。JIM は、2016 年 11 月に日印首脳間で合意された「ものづくり技能移転推進プログラム」に

基づき、日本の経済産業省がインドに進出する日系企業が設立する人材育成機関を認定すること

で、インドの製造業の人材育成及び日系企業の進出を支援する取組である。 
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して、インドの一般的な教育カリキュラムではあまり優先順位が高くない「心身の

鍛錬」を中心とした教育を提供しており、具体的には、毎朝の朝礼、部活動による

運動、週末を利用した社会貢献活動などが取り入れられている。企業が設立する学

校であるが、TTTI の生徒にトヨタへの入社義務はなく、卒業生の約半数超は、本

人の意向も踏まえてトヨタに入社しているが、それ以外にトヨタの販売店・仕入先、

中東の販売代理店等に就職した実績がある旨の説明があった。 

また、インドの従業員を日本へ派遣する取組について説明があった。これは、日

本での生産活動を通じた海外生産拠点従業員の人材育成の取組であり、日本で座学

と工場ライン実習を行う。日本で従業員の業務への取り組み姿勢を体感して、自身

のマインドセット変革や労使関係の安定化に寄与することを期待している。2022 年

から派遣を本格化し、人数を増やし継続していく計画とのことであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） ベンガルールメトロ 

７月 31 日（水）昼、一行は、ベンガルール市内にあるベンガルールメトロを視察

した。ベンガルールメトロは、日本が円借款で支援し建設されている大量高速輸送

システム（地下鉄及び高架鉄道等）である。 

まず、ベンガルールメトロ公社において、マヘシュワル・ラオ総裁ほか公社幹部

から、ベンガルールメトロの事業、路線の整備状況等について説明を受け、意見交

換を行った後、MG ロード駅に移動し、同駅からヴィダーナ・サウダ駅まで、営業

運行されているパープルライン（Purple Line）の地下鉄に乗車した。 

公社によると、ベンガルールはインド第 5 位の大都市であり、人口は 1,400 万人

と国内第３位、10 年ごとの人口増加率は約 65％、2040 年には人口が 2,600 万人に

なるとの予測がある。ベンガルールは、インドのシリコンバレーとも呼ばれるよう

に、IT 産業が経済成長の主たる原動力となっており、他にも教育機関、産業開発、
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製造業の拠点として驚異的な成長を遂げている。これに伴い交通渋滞が深刻化して

いることから、メトロ鉄道が必要である旨説明があった。 

計画によれば、2031 年までに総延長 317km を建設予定であり、現在までに、フ

ェーズ１（２路線、42.3km）は 2017 年に全線開業、フェーズ２（国際空港と市中

心部を結ぶ路線を含む複数路線、133.25km）は建設中となっており、これらには円

借款約 1,165 億円が投じられている。残りの 141.45km（フェーズ 3）は、建設に向

けて調整が進められており、この一部について、インド側から日本の円借款による

支援の要請がなされている。 

市民の利便性を高めるため、駅にオートリキシャの受付所を設置したり、自転車

シェアリングサービスの自転車置き場を設置するなどして地下鉄と他の移動手段

との乗り継ぎをスムーズにする取組を実施しているほか、乗客が自身のスマートフ

ォンの WhatsApp アプリで QR コードの切符を購入・生成・使用できるといった革

新的な取組について紹介があった。 

ベンガルールメトロは、Namma Metro（私達のメトロ）の愛称で市民に親しまれ

ており、開通済みの区間では通勤時間帯を中心に１日 80 万人と多くの市民に利用

されているとのことであった。視察で試乗した時も、時間通りに運行されており、

暑い夏に空調の効いた新しい車両での移動は快適であった。メトロの導入は、自動

車輸送の５分の１とエネルギー消費量が少ないこと、大気汚染や騒音公害の低減、

移動時間の 50～70％短縮などの効果があるとの公社からの説明も踏まえると、日

本の ODA（政府開発援助）は、当地の経済発展、市民の生活の質の向上等に貢献し

ているものと思われる。 
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（７） マルチスズキインディア・マネサール工場 

８月２日（金）午前、一行は、デリー近郊のハリヤナ州にあるマルチスズキイン

ディア（Maruti Suzuki India Limited）のマネサール工場を訪問した。スズキは、

1982 年に合弁会社を設立してインドに進出しており、40 年以上の長きにわたるイ

ンドでの事業経験を有する同社の取組を視察するために訪れた。同工場の視察では、

はじめに会社概要等の説明を受けた後、バイオガス精製施設及び自動車の組立工場

の見学を行い、最後に意見交換を行った。 

スズキの現地法人（子会社）であるマルチスズキは、現在、グルガオン、マネサ

ール、グジャラートに工場があり、工場で作業に従事する者に多い非正規従業員を

含めると約 42,300 人が働いている。インド事業は、2024 年３月期のスズキの連結

売上高の約 42％（２兆 2,352 億円）、販売台数が 179.4 万台でスズキ全世界販売の

約 57％と大きな割合を占めている。同社では、インドの自動車市場は、今後、中間

所得者層が増大し、先進国並みに自動車が普及すると考えると引き続き成長すると

みており、乗用車のインド全体市場が 2023 年度 423 万台であったものが、2030 年

度には600万台に拡大すると想定している旨説明があった。マルチスズキとしても、

2030 年度にインド国内販売 300 万台、シェア 50％（2023 年度 176 万台、シェア

41.6％）、輸出他 100 万台の計 400 万台の達成を目標に掲げ、インドで需要が高い

SUV 車の新モデル投入や、急速に伸びている EV の量産車の販売を計画しているほ

か、生産能力を拡大するべく新工場を建設する（2025 年からカルコダ新工場で生産

開始等）といった取組を行っている旨の説明があった。 

バイオガス精製施設の見学では、CO2 削減の取組として、試験的なプラントを設

置し、現在、工場の食堂で出た食品残さ（ベジタリアンが多いため不純物が少なく

活用しやすい）と植物（ネピアグラス、牧草）を原料に 1 日 0.2 トンのメタンガス

を精製しているとの説明があった。生産したガスは、天然ガスと置き換えることが
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でき、工場の食堂の調理や生産工程で使用しているほか、同工場で生産している天

然ガス車（CNG 車）にも使用可能とのことであった。 

自動車の組立工場の見学では、多くのインド人の若者が生産ラインの各所で作業

に従事しており、従業員の教育について、手順等を動画で見て難しい箇所を覚えら

れるようにしたり、近くに現物の完成見本を置いて確認できるようにするといった

工夫がなされていた。また、工場内にお菓子が用意された休憩スペースが設けられ

ており、インドではこうした配慮も重要であるとの説明があった。 

また、意見交換の中で、一行からの質問に答えて、工場従業員の育成について、

40 年前は朝礼でラジオ体操をするとか始業ベルの合図でラインが動き出すといっ

た日本式のやり方をそのままインドに持ってきて教育していたが、現在は新たなや

り方を考えていかなければならないとの発言があった。また、「人」はお金を出して

も育たないとの発言があり、新人は「道場」と呼ぶ研修施設で 3 週間ほど学んだ後、

工場のラインに入り、工程の難易度にもよるが正確に作業できるようになるには１

～２カ月の育成期間が必要になっているとの説明があった。 
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（８） デンソーハリヤナ・マネサール工場 

８月２日（金）午後、一行は、デリー近郊のハリヤナ州にあるデンソーハリヤナ

（Denso Haryana Pvt. Ltd.）のマネサール工場を訪問した。デンソーは、1984 年に

インド事業に参入し、現在は、統括会社（DENSO International India Pvt. Ltd.）、

生産拠点５社（７工場）、設計会社の計７社でインド事業を展開しており、従業員数

は 6,700 人、自動車関連の部品の製造等を行っている。同工場の視察では、はじめ

にデンソーインドグループの人材育成や DX（デジタルトランスフォーメーション）

等の取組について説明を受けた後、工場の見学を行い、意見交換を行った。 

説明によると、デンソーインドグループでは、日本の強みである品質重視のもの

づくりを実践する人材の育成、インド人材の強みを活かしつつ製品・現場を正しく

理解した IT、DX 人材を育成するとの２つの柱で人材活用を進めている。具体的に

は、製品開発のコアとなる高度スキル人材では、インド工科大学ハイデラバード校

と連携して少人数だが日本での直接採用を実施している。また、現場のリーダー、

工場ワーカーについては、60％に上る非正規雇用者の質と量を確保するため、職業

訓練校を設立し、300 人の若い実習生が座学と実践により「カイゼン」など日本式

のものづくりを学んでいる。エンジニア人材については、インドには理工系の学生

が多く、その中でも優秀な学生が集まる各州のトップ５の工科大学を対象に寄附講

座を提供し、エンジニアを目指す 340 人の育成に携わっているとの説明があった。

これらの職業訓練校や寄附講座の取組については、日本の経済産業省の JIM&JEC

プロジェクトを活用しており、今後も強化していきたいとのことであった。 

また、同社では、インドのスタートアップ企業と連携して工場の DX を推進して

いる。現場を熟知した社内 IT 人材を、DX 化を通じて増やしたいとしている。工場

の DX は、現場単位で困りごとを素早く DX 化し業務を変革する、各部署が保有し

ている情報（データ）を繋ぐことで生産性を上げていくという 2 つの切り口で、社

外のスタートアップやソフトベンダーとも連携して多数のテーマで取組が進めら

れているとの説明があった。 

工場見学では、工場の設備の保守管理の人員削減、製品・部品を運んでいるトラ

ックの運行状況の管理等の工場 DX の取組を視察した。 
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